
議   第  ３１４  号   

令和 ３ 年１１月２９日提出 

 

熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部改正について 

 

熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部を改正する条例 

 

熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例（平成１２年条例第２４号）の一部

を次のように改正する。 

 

 別表第２の１の項中「、第６８条の６９第３項第７号イ」を削り、同表２の項中「、

第６８条の６９第３項第７号ロ」を削り、同表４の項中「、第３８条の５第９項又は

第３９条の９８第９項」を「又は第３８条の５第９項」に改め、同表５の項中「、第

３８条の５第１０項第４号又は第３９条の９８第１０項第２号」を「又は第３８条の

５第１０項第４号」に改める。 

 別表第６の１の項事務の欄中「第３項」を「第５項」に改め、「又は５の項」を削り、

同項金額の欄を次のように改める。 

(1) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に

供する部分を有しないものに限る。以下同じ。）

 ４８，０００円 

(2) 一戸建ての住宅以外の住宅 

 ア 区分所有住宅（長期優良住宅促進法第５条

第１項の区分所有住宅をいう。以下同じ。） 

  (ｱ) 総住戸数（１棟当たりの住宅の戸数の総

数をいう。以下同じ。）が１戸から５戸まで

のもの １２５，０００円 
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  (ｲ) 総住戸数が６戸から１０戸までのもの

 １９９，０００円 

  (ｳ) 総住戸数が１１戸から２５戸までのも

の ３９５，０００円 

  (ｴ) 総住戸数が２６戸から５０戸までのも

の ７０８，０００円 

  (ｵ) 総住戸数が５１戸から１００戸までの

もの １，２１６，０００円 

  (ｶ) 総住戸数が１０１戸から２００戸まで

のもの ２，２５０，０００円 

  (ｷ) 総住戸数が２０１戸から３００戸まで

のもの ３，２１５，０００円 

  (ｸ) 総住戸数が３０１戸以上のもの 

３，９４３，０００円 

 イ 区分所有住宅以外の住宅 アに規定する金

額を申請住戸数（同時に申請された住宅の戸

数の総数をいう。以下同じ。）で除して得た額 

 別表第６の２の項事務の欄中「第３項」を「第５項」に改め、同項金額の欄を次の

ように改める。 

(1) 一戸建ての住宅 ７１，０００円 

(2) 一戸建ての住宅以外の住宅 

 ア 区分所有住宅 

  (ｱ) 総住戸数が１戸から５戸までのもの 

１８７，０００円 

  (ｲ) 総住戸数が６戸から１０戸までのもの

 ２９９，０００円 

  (ｳ) 総住戸数が１１戸から２５戸までのも

の ５９３，０００円 

  (ｴ) 総住戸数が２６戸から５０戸までのも

の １，０６２，０００円 
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  (ｵ) 総住戸数が５１戸から１００戸までの

もの １，８２５，０００円 

  (ｶ) 総住戸数が１０１戸から２００戸まで

のもの ３，３７７，０００円 

  (ｷ) 総住戸数が２０１戸から３００戸まで

のもの ４，８２６，０００円 

  (ｸ) 総住戸数が３０１戸以上のもの 

５，９１８，０００円 

 イ 区分所有住宅以外の住宅 アに規定する金

額を申請住戸数で除して得た額 

 別表第６の３の項事務の欄中「第３項」を「第５項」に、「適合証」を「確認書又は

住宅性能評価書」に改め、同項名称の欄中「適合証」を「確認書又は住宅性能評価書」

に改め、同項金額の欄を次のように改める。 

(1) 一戸建ての住宅 １５，０００円 

(2) 一戸建ての住宅以外の住宅 

 ア 区分所有住宅 

  (ｱ) 総住戸数が１戸から５戸までのもの 

２６，０００円 

  (ｲ) 総住戸数が６戸から１０戸までのもの

 ４３，０００円 

  (ｳ) 総住戸数が１１戸から２５戸までのも

の ７０，０００円 

  (ｴ) 総住戸数が２６戸から５０戸までのも

の １１２，０００円 

  (ｵ) 総住戸数が５１戸から１００戸までの

もの １７０，０００円 

  (ｶ) 総住戸数が１０１戸から２００戸まで

のもの ２８８，０００円 

  (ｷ) 総住戸数が２０１戸から３００戸まで
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のもの ３６４，０００円 

  ( ｸ )  総住戸数が３０１戸以上のもの

 ４１３，０００円 

 イ 区分所有住宅以外の住宅 アに規定する金

額を申請住戸数で除して得た額 

 別表第６の４の項事務の欄中「第３項」を「第５項」に、「適合証」を「確認書又は

住宅性能評価書」に改め、同項名称の欄中「適合証」を「確認書又は住宅性能評価書」

に改め、同項金額の欄を次のように改める。 

(1) 一戸建ての住宅 ２２，０００円 

(2) 一戸建ての住宅以外の住宅 

 ア 区分所有住宅 

  (ｱ) 総住戸数が１戸から５戸までのもの 

３９，０００円 

  (ｲ) 総住戸数が６戸から１０戸までのもの

 ６３，０００円 

  (ｳ) 総住戸数が１１戸から２５戸までのも

の １０５，０００円 

  (ｴ) 総住戸数が２６戸から５０戸までのも

の １６７，０００円 

  (ｵ) 総住戸数が５１戸から１００戸までの

もの ２５５，０００円 

  (ｶ) 総住戸数が１０１戸から２００戸まで

のもの ４３２，０００円 

  (ｷ) 総住戸数が２０１戸から３００戸まで

のもの ５４７，０００円 

  (ｸ) 総住戸数が３０１戸以上のもの 

６２１，０００円 

 イ 区分所有住宅以外の住宅 アに規定する金

額を申請住戸数で除して得た額 

 別表第６の５の項を削り、同表６の項中「８の項又は１０の項」を「７の項」に改
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め、同項を同表５の項とし、同表７の項中「９の項」を「８の項」に改め、同項を同

表６の項とし、同表８の項中「適合証」を「確認書又は住宅性能評価書」に改め、同

項を同表７の項とし、同表９の項中「適合証」を「確認書又は住宅性能評価書」に改

め、同項を同表８の項とし、同表１０の項を削り、同表１１の項中「第９条第１項」

の次に「又は第３項」を加え、同項を同表９の項とし、同表１２の項中「認定計画実

施者の」を削り、同項を同表１０の項とし、同表に次のように加える。 

１１ 長期優良住宅促進

法第１８条第１項

の規定に基づく容

積率の特例の許可

の申請に対する審

査 

容積率特例

許可の申請

手数料 

１６０，０００円 

 別表第６備考第１項中「共同住宅等」を「区分所有住宅以外の住宅」に改め、同表

備考第２項を次のように改める。 

  ２ 登録住宅性能評価機関とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成  

１１年法律第８１号）第５条第１項の登録住宅性能評価機関をいう。 

 別表第６備考第６項中「６の項から１０の項」を「５の項から８の項」に改め、同

項を同表備考第８項とし、同表備考第５項中「５の項」を「４の項」に改め、同項を

同表備考第７項とし、同表備考第４項中「６の項から１０の項」を「５の項から８の

項」に、「５の項」を「４の項」に改め、同項を同表備考第６項とし、同表備考第３項

中「５の項」を「４の項」に改め、同項を同表備考第５項とし、同項の前に次の２項

を加える。 

  ３ 確認書とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条の２第３項の規定

によりその住宅の構造及び設備が長期使用構造等である旨が記載された確認

書をいう。 

  ４ 住宅性能評価書とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項の

住宅性能評価書であって、同法第６条の２第４項の規定によりその住宅の構造

及び設備が長期使用構造等である旨が記載されたものをいう。 

 

附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年２月２０日から施行する。ただし、別表第２の改正規定は、

同年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第６の規定は、この条例の施行の日以後行われる申

請に係る手数料について適用する。 

３ この条例の施行の際現に住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期

優良住宅の普及の促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８

号）による改正前の長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第  

８７号）第６条第１項の認定を受けている長期優良住宅建築等計画に係る変更（譲

受人を決定した場合における変更を含む。）の認定及び地位の承継の承認に係る手数

料については、この条例による改正後の別表第６及び前項の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

 

 （提出理由） 

住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進

に関する法律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）の施行による長期

優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）の一部改正に伴い、

長期優良住宅建築等計画の認定の申請に係る手数料の規定を整備する等のため、所

要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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